
　
一
般
会
計
予
算
特
別
委
員
会
の
分
科

会
審
査
に
お
け
る
委
員
か
ら
の
主
な
質

疑
、
意
見
は
次
の
と
お
り
で
す
。

     

市
長
公
室

　
東
京
事
務
所
の
活
動
を
広
報
紙
に
掲

載
す
る
な
ど
、
何
ら
か
の
形
で
活
動
状

況
を
市
民
に
伝
え
る
よ
う
要
求
。

     

財
　政
　部

　
市
庁
舎
の
一
部
を
職
員
組
合
の
事
務

所
と
し
て
無
償
で
貸
し
付
け
て
い
る
こ

と
に
対
す
る
見
解
に
つ
い
て
質
問
。
市

側
か
ら
は
「
従
来
か
ら
慣
習
的
に
庁
舎

使
用
料
を
取
っ
て
い
な
か
っ
た
が
、
今

後
は
こ
の
件
に
つ
い
て
調
査
研
究
し
て

い
き
た
い
」
と
の
答
弁
。

     

総
　務
　部

　
本
市
で
開
催
さ
れ
る
長
崎
県
総
合
防

災
訓
練
に
つ
い
て
、
さ
ら
な
る
Ｐ
Ｒ
を

市
民
に
対
し
て
行
う
よ
う
要
求
。

     

市
民
環
境
部

　
随
意
契
約
で
行
っ
て
い
る
不
燃
物
・

資
源
物
の
収
集
運
搬
業
務
に
つ
い
て
、

入
札
で
業
者
を
決
定
す
る
よ
う
要
求
。

市
側
か
ら
は
「
平
成
25
年
度
か
ら
指
名

競
争
入
札
の
一
部
実
施
、
平
成
28
年
度

一 般 会 計 歳 入

　
平
成
24
年
度
の
一
般
会
計
当
初
予
算

の
予
算
規
模
は
３
５
８
億
７
，
０
０
０

万
円
で
、前
年
度
と
比
較
し
て
、11
億
３
，

０
０
０
万
円
の
減
、
伸
び
率
は
マ
イ
ナ

ス
３
・
１
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
歳
入
面
で
の
主
な
増
減
は
、
社
会
福

祉
費
の
増
加
の
影
響
な
ど
に
よ
る
地
方

交
付
税
の
増
、
大
型
事
業
の
減
少
に
よ

る
市
債
や
繰
入
金
の
減
な
ど
、
歳
出
面

で
の
主
な
増
減
は
、
公
営
住
宅
の
整
備

な
ど
に
よ
る
土
木
費
の
増
、
中
心
市
街

地
再
開
発
事
業
へ
の
補
助
金
の
減
少
な

ど
に
よ
る
商
工
費
の
減
な
ど
で
す
。

　
ま
た
、
中
心
市
街
地
再
開
発
事
業
や

公
営
住
宅
等
整
備
事
業
な
ど
の
「
中
心

市
街
地
の
活
性
化
」、
不
妊
症
支
援
対
策

事
業
や
地
方
裁
量
型
認
定
こ
ど
も
園
運

営
円
滑
化
事
業
な
ど
の
「
子
育
て
支
援

体
制
の
充
実
」、
英
語
力
向
上
対
策
事
業

や
心
の
ケ
ア
充
実
対
策
事
業
な
ど
の
「
将

来
を
担
う
人
材
の
育
成
」、
デ
ジ
タ
ル
防

災
行
政
同
報
系
無
線
整
備
事
業
や
、
よ

し
川
都
市
基
盤
河
川
改
修
事
業
な
ど
の

「
安
全
で
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く

り
」
な
ど
に
つ
い
て
、
重
点
的
に
予
算

を
配
分
し
て
い
ま
す
。

か
ら
完
全
実
施
を
目
指
し
て
努
力
し
た

い
」
と
の
答
弁
。

　
可
燃
ご
み
収
集
車
の
過
積
載
の
現
状

と
対
策
に
つ
い
て
質
問
。
市
側
か
ら
は

「
平
成
19
年
度
か
ら
平
成
24
年
１
月
末
ま

で
の
調
査
で
、
稼
働
台
数
１
万
１
，
３

６
３
台
の
う
ち
１
，
７ 

８
０
台
、
15
・

66
％
の
過
積
載
が
あ
っ
た
。
今
後
は
計

量
時
に
職
員
に
よ
る
チ
ェ
ッ
ク
の
徹
底
、

委
託
業
者
へ
の
防
止
の
周
知
及
び
指
導

を
行
う
な
ど
、
過
積
載
を
な
く
す
よ
う

努
め
た
い
」
と
の
答
弁
。

     

福
祉
保
健
部

　
新
規
事
業
で
あ
る
電
動
ア
シ
ス
ト
自

転
車
購
入
補
助
事
業
の
補
助
対
象
者
を

高
齢
者
に
限
定
し
た
理
由
や
自
転
車
事

故
対
策
に
つ
い
て
質
問
。
市
側
か
ら
は

「
高
齢
者
の
外
出
支
援
、
健
康
維
持
を
目

的
に
し
て
い
る
。
対
象
者
に
は
Ｔ
Ｓ
マ
ー

ク
付
帯
保
険
へ
加
入
し
て
い
た
だ
く
と

と
も
に
、
購
入
前
に
市
が
主
催
す
る
安

全
運
転
講
習
会
を
受
講
し
て
い
た
だ
く
」

と
の
答
弁
。

     

商
工
観
光
部

　
特
産
品
愛
用
推
進
事
業
に
つ
い
て
、

実
物
に
触
れ
る
機
会
を
設
け
る
な
ど
、

購
入
に
つ
な
が
る
効
果
的
な
特
産
品
の

Ｐ
Ｒ
を
行
う
よ
う
要
求
。

     

農
林
水
産
部

　
大
村
湾
の
底
質
改
善
実
証
実
験
の
現

状
に
つ
い
て
質
問
。
市
側
か
ら
は
「
思

う
よ
う
な
効
果
が
出
て
い
な
い
状
況
で

あ
り
、
平
成
24
年
度
に
お
い
て
は
、
水

酸
化
マ
グ
ネ
シ
ウ
ム
の
散
布
量
や
散
布

時
期
を
再
検
証
し
て
実
施
す
る
」
と
の

答
弁
。

     

都
市
整
備
部

　
本
町
ア
パ
ー
ト
及
び
市
民
交
流
プ
ラ

ザ
整
備
事
業
に
お
け
る
駐
車
場
の
確
保

状
況
、
対
策
に
つ
い
て
質
問
。
市
側
か

ら
は
「
旧
駅
前
ア
パ
ー
ト
跡
地
に
整
備

さ
れ
る
駐
車
場
の
利
用
状
況
、
市
民
会

館
の
駐
車
場
の
利
用
状
況
、
県
立
図
書

館
誘
致
の
動
向
な
ど
を
踏
ま
え
、
中
心

市
街
地
エ
リ
ア
で
駐
車
場
確
保
を
考
え

て
い
る
。
ま
た
、
平
成
26
年
秋
の
供
用

開
始
ま
で
に
は
、
施
設
周
辺
に
約
50
台

駐
車
で
き
る
駐
車
場
を
確
保
す
る
よ
う

に
し
た
い
」
と
の
答
弁
。

市税
28.1%

その他
3.7%

地方交付税
17.2%県・国支出金

23.7%

総務費
11.6%

民生費
35.3%

衛生費
12.5%農林水産業費

3.0%

商工費
5.1%

土木費
9.6%

消防費
2.3%

教育費
9.9%

公債費
9.7%

その他
0.1%

議会費
0.9%

市債
11.0%

諸収入
9.8%

繰入金
3.3%

各種交付金
2.4%

地方譲与税
0.8%

国から交付されるお金
国や県からの補助金など

市民の健康やごみの処理のために農林水産業の振興と育成のために

商工業の振興や消費者保護のために

教育振興や学校の整備のために

市の借金

消費税の地方分など

使用料・手数料など

行政運営のために

防災活動のために

市議会運営のために市の借入金の返済に

国税の中から一定の基準
に基づき交付されるお金

道路や公園の整備など
まちづくりのために　

こどもやお年寄り、身体の
不自由な人の福祉のために

市民税や固定資産税など

基金（市の貯金）からの繰入金

歳入歳出

一 般 会 計 歳 出（目的別）

市民交流プラザ建設現場の調査を行う建設環境分科会

平
成
24
年
度
の
一
般
会
計
当
初
予
算
の
概
要
と
、
審
査
に
お
け
る
議
会
か
ら

の
主
な
質
疑
、
意
見
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

予
算
の
概
要

議
会
か
ら
の
質
疑
・
意
見

（予算規模358億7,000万円）

主 な 新 規 事 業
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